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消費生活相談デジタル化アドバイザリーボード

消費者のことを第一に考える視点を軸に、相談員の
働きやすさの向上なども進めながら、消費者被害の
最小化に資する消費生活相談を目指す。

• ＦＡＱの充実、オンライン相談など、消費者との
コンタクトポイントの多様化

• 相談支援システム導入、業務効率化による相談員
の負担軽減、業務の高度化

• 相談データの分析強化・有効活用
• クラウド・サービスの活用 など

中間的とりまとめ
（消費生活相談ＤＸのブループリント）

【地方自治体における実証実験】

年内にも、県や市など10程度の団体を選定し、民間の消費

者対応窓口などで広く活用されているシステムも導入したプロ

トタイプの実証実験を行い、相談業務の実現可能性や有効性

などを検証

消費者団体との意見交換

【具体化に向けた詳細な検討】

関係者の意見を聴きつつ、より詳細な検討

システム構築に反映するとともに、地方自治体が消費生活相談のデジタル化を行うに当たって参考とな
る、具体的な業務の流れを示すガイドラインを策定
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